


■いすみ市の概要

千葉県いすみ市

房総半島南東部に位置する
人口約37,000人のまち。

都心から70㎞圏内にあるが、
開発の影響から逃れたことで、
希少生物も多く、自然の恵み
豊かな里山・里海地帯である。

近年は、世代を問わず移住者
に人気がある。

夷隅川中・下流域に
位置するいすみ市

沖合にある広大な暗礁群
「器械根」



■学校給食米の全てを有機米に



■有機米に続き、学校給食に有機野菜を導入



・有機農業者ゼロから４年で産地を形成

・学校給食における残食の減少

・イメージアップと認知度向上

・移住者の増加

・農産物のブランド化

・農業所得の向上

・新規就農希望者の増加

その他 未来につながる持続可能な農業推進コンクール
農林水産大臣賞(2020)辻静雄食文化賞(2020)

JALファーストクラス機内食(2016)に採用

■いすみ市の有機農産物の学校給食利用、成果



■有機米生産の推移(いすみ市)
(ha)(t)
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有機の給食を本格的に
はじめてから(2017年10月)
ごはんの残食が年々減少

給食全体の残食も年々減少





名前 Iさん(70代) Jさん(50代) Kさん(30代)

有機参入年数 6年目 5年目 2年目

経営面積 7ha 5ha 17ha

有機稲作面積 2.7ha(R3年は3.3ha) 1.3ha(R3年は2.3ha) 1.9ha(R3年は2.9ha)

有機平均反収＊米選1.85㎜ 473㎏ 393㎏ 513㎏

販売収入
有機米部分のみ

※JAS有機認証(転換期間
中を除く)は、有機栽培3年目
以降の圃場で取得

☆JAへ販売

（JAS有機）
23,000円×128.5俵
（特栽＜無農薬＞）

20,000円×86俵

合計467万円

☆JAへ販売

（JAS有機）
23,000円×24.5俵
（特栽＜無農薬＞）

20,000円×64.5俵

合計185万円

☆JAへ販売

（特栽＜無農薬＞）
20,000円×111.5俵
計223万円

☆小売店へ販売

（特栽＜無農薬＞）
？円×51.5俵

計？万円

合計223＋？万円

＊環直(1.2万円/10a) 324,000円 156,000円 228,000円

いすみ市のモデル事例令和2年度（個人農家の場合）

＊環境保全型農業直接支払交付金－有機農業の場合、10aあたり12,000円交付



■環境に配慮した農産物のブランド化

Japan Airlines adopted the rice as in-flight 

meals of first class (2016)

日本航空ファーストクラス機内食に採用

子どもたちの未来を支えるお米

でお買い求めいただけます！



大消費地

評価獲得
↓↑

ブランド化
高品質化

大消費地

評価獲得

↓↑

ブランド化
高品質化

地元

学校給食全量有機米
食農教育

↓

十分な地域活性化
の実績とインパクト

強い訴求力は
期待できない

より強い訴求力
が期待できる

地元での評価を獲得したうえで
それをもとにマーケットにアピールする

■「いすみっこ」のブランド戦略



有機農産物の学校給食

なぜ、注目されるのか





一社）農民連食品分析センターHPより転載
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東京新聞2021年5月2日「子どもの食は大丈夫か」



一社）農民連食品分析センターHPより転載
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フランス

フランスは2022年までに、給食食材のオーガニック(有機)比率を20パーセントにすることを法律で
定める。現在、フランスの学校給食のオーガニック率は、全国平均3パーセント。南仏のムアン・サル
トゥー市ではオーガニック率100パーセントを実現している。

サステナブル・ブランド ジャパン2017.12.04より抜粋

イタリア

イタリアの有機農産物卸売業者の卸先内訳にあるように、学校給食向けは売上げの26％を占めて

おり、重要な販売先の一つとなっている。学校給食への取り組みは州によって大きな違いがあり、導
入が最も盛んなエミリア・ロマーニャ州は、州法によって2歳までの保育園児の給食は100％有機にす

ると規定している。

「イタリアの有機農産物の現状調査」JETRO2009年3月より抜粋

韓国

2021年からソウルのすべての⼩・中・高校で「オーガニック無償給食」が全面施行される。市はまず
来年から高等学校のオーガニック食材使用の割合も現在の30％からオーガニック学校給食水準であ
る70％まで引き上げる。市は、オーガニック無償給食がすべての小・中・高1302校に拡大施行されれ
ば、人件費と管理費を含めて年間約7000億ウォン(約700億円)の予算がかかると見ている。

ハンギョレ新聞2018.10.29より抜粋

■世界の給食、オーガニックへ



■EUのオーガニック公共調達

デンマークは2015年、公共調達として学校、幼稚園、
病院、介護施設などで提供される食事の90%を有機産
品とすることとした。
同じくスウェーデンは、2030年までに公共調達の有機
産品シェアの目標を60%としている。なお、同目標の実
績は、2018年末時点で、コーヒー、紅茶、マメ科植物、種

子、穀物、乳製品、卵、魚、その他魚介類などの幅広い
農産物や食品の消費ですでに同シェアが50%を超えて
いる。

同様の計画は、クロアチア、フィンランド、フランス、ドイ
ツ、イタリア、ラトビア、スロベニアなど多くの国で実施さ
れている。

『Organic farming in the EU』 European Union,2019 より



■EUのオーガニック農業行動計画

欧州委員会は「オーガニック農業行動計画」の策
定のため、公開諮問（パブリックコンサルテーショ
ン）を開始すると発表した。
欧州委は、オーガニック農業は「欧州グリーン・
ディール」や、「農場から食卓へ（Farm to Fork）戦
略」、「生物多様性戦略」で掲げる目標の達成のた
めに重要な分野と位置付け、2030年までにEUの
オーガニック農地面積が全体の25％まで拡大させ
ることを目標としている。

日本貿易振興機構(ジェトロ)ビジネス短信2020年9月7日より



■みどりの食料システム戦略

持続可能な食料システムの構築に向け、「みどり
の食料システム戦略」を策定し、中長期的な視点
から、調達、生産、加工・流通、消費の各段階の取
組みとカーボンニュートラル等の環境負荷軽減の
イノベーションを推進。

2050年までに耕地面積に占める有機農業の取
組面積の割合を25％(100万ha)に拡大させる

令和３年５月 農林水産省



具体的な取組

(４)環境にやさしい持続可能な消費の拡大や食育の推進

③栄養バランスに優れた日本型食生活の総合的推進

・持続可能な地場産物や国産有機農産物を
学校給食に導入する取組の推進







●費用負担：食材費(給食費) → 保護者が負担 ※原則

設置・運営費 →  自治体が負担

●実施状況(完全給食、国公私立、2016年5月)：小学校98.6％、中学校83.9％

●設置運営方法：自校方式(単独校方式)／センター方式(共同調理場方式)／

デリバリー方式

直営炊飯／委託炊飯

調理場単位の献立／統一献立

当日納入、当日調理が原則

●人員体制：栄養教職員(栄養教諭・学校栄養職員)＝都道府県職員

※食数に応じて配置。自治体が独自に追加採用する例もある

→献立、食材調達、運営管理、食育などを行う

調理員＝自治体直営／民間委託

●実施回数：年間190日前後(米飯は週平均3.4回)

●安全性重視：ハイリスク対応、アレルギー対応

■日本の学校給食の概要



●数値目標：食育基本法(2005年)、食育推進基本計画(2006年から5年ごと)

「*地場産(都道府県内産)を使用する割合(食品数)」→30％以上（2018年度26％）
＊市区町村産はかなり少ないと思われる

「国産食材を使用する割合(食品数) 」 →80％以上（2018年度76％）

●地場産有機農産物と学校給食

→地場産ならともかく、有機農産物の学校給食となるとごくわずか

いすみ市の他にも、愛媛県今治市、福島県熱塩加納村(現：喜多方市)、

島根県柿木村(現：吉賀町)などが先進地として有名。都市においては、東京

都武蔵野市がすすんでいる。他にも、大分県臼杵市の「給食畑の野菜」、石川

県羽咋市の「自然栽培給食の日」などがある。近年は、千葉県木更津市、長

野県松川町、長野県池田町、愛知県東郷町など増加傾向。

●有機農産物導入の課題

野菜 － 費用、必要量の調達、規格、集出荷、献立、業者 等

米 － 費用、必要量の調達

■地場産・有機農産物の導入と課題



■兵庫県豊岡市「コウノトリも暮らせる地域づくり」



新嘗祭御新穀供御耕作田田植祭 1929年6月23日

かずさくによし

いすみ米（旧 上総国吉米）

戦前から良質米として、東京
神田、深川正米市場で高値で
取引される

いすみ米の品質を支えている
のは、夷隅川流域に広がるマ
グネシウムを多く含む粘質土
壌。「夷隅統（いすみとう）」と
呼ばれている

千葉の三大銘柄に数えられる
が、首都圏や全国での認知は
かなり低い



■衰退する水田農業課題

生産意欲の減退 ⇒ 離農者の増加

耕作放棄地の増加 ⇒ 里山の荒廃

◆農家の高齢化
65歳以上の割合 いすみ市 76％

全国平均 65％

コミュニティの衰退野生鳥獣の増加 景観の悪化

◆米価の下落（60kg一等米）
1996年 18,300円
2021年 9,500円 約48％下落

“田んぼは地域の守り神”



いすみ生物多様性戦略 2015年策定

■まち一体となり、環境と経済の両立する地域の実現へ
いすみ市内の里山・里地・里海の自然環境の保全・再生を通じた地域活性化を推進し、持続
可能な生物多様性に富んだ自然と共生する魅力的な地域づくりに資することを目的とする

自然と共生する里づくり協議会 2012年設立

先導的プロジェクト 有機稲作の推進 2014年～

有機園芸の推進 2018年～

◆協議会の主な取組
コウノトリ

●環境創造活動のシンボル
●生物多様性保全の指標種

食・農・環境教育 ブランド化推進

体験活動

実証試験

都市農村交流

普及・啓発

第5回生物の多様性を育む
農業国際会議（ICEBA）2018

環境保全型農業(水稲) 部会 2012年設置 事務局：いすみ市農林課

自然環境保全・生物多様性部会 2012年設置 事務局：いすみ市農林課

地域経済振興部会 2013年設置 事務局：いすみ市水産商工観光課

有機野菜部会 2018年設置 事務局：いすみ市農林課



■環境と経済が両立する有機稲作

有機栽培技術の確立と普及 有機米の販路開拓

有機稲作→農村環境再生(生物多様性の保全・再生)

教育
学校給食

食農教育 等

福祉
農福連携
癒し 等

交流
オーナー制

交流イベント 等

観光
農泊・農業体験
ツアー 等

広報
移住定住施策
ブランド施策 等

産地経営は持続的に

●再生産可能な価格水準
お米の価格（精米5kg） 慣行 1,800円 有機 3,500円以上

●オーガニック需要は拡大傾向
食に対する安全・安心志向の高まり / エシカル消費

あらゆるまちづくり分野に活かして、地域活性化を図る

達成すれば



やせ我慢の無農薬栽培では続かない、広がらない

カメムシ(害虫)
アマガエル(天敵)

■2013年22アールで始まった手探りの無農薬栽培



東京教育大学大学院農学研究科修士課程修了。
1997年民間稲作研究所設立、1999年～理事長。
「有機農業技術支援ｾﾝﾀｰ及び有機種子供給ｾﾝﾀｰ」を開設。
兵庫県豊岡市「コウノトリと共生する水田づくり水田再生事業」受託。
千葉県いすみ市より有機稲作の技術支援の依頼を受け、学校給食
有機米１００％実現を支援。
2017年～「ブータン王国での循環型有機農業の普及による地域創成
事業」実施。

■第一人者に学ぶ

NPO法人民間稲作研究所

理事長

稲葉 光國 先生
いなば みつくに



有機水田にコウノトリが飛来 2014年4月



■有機稲作モデル事業 2014-2016年
いすみ市の気象・土壌条件にあった有機稲作準技術体系の確立を目指す

民間稲作研究所

有機稲作技術指導

企画案 Plan
↓

実践 Do
↓

調査 Check
↓

分析 Analysis
↓

改善 Improvement
↓

まとめ Summarized 

results

助言

千葉県

助言・調査

農協

資材調達 必要資材
販売

協力依頼 委託契約
40,000円/10a

調査委託契約

有機農家の育成

技術支援

環境保全型農業
連絡部会

有機稲作技術の実践

協力依頼

いすみ市



■普及・啓発の経緯

環境創造型「有機稲作」セミナー 2014年1月

第4回自然と共生する里づくりシンポ 2016年7月

田んぼの生物多様性セミナー 2014年6月

第5回生物の多様性を育む農業国際会議 2018年7月



●安心・安全なお米を子どもたちに提供したい
●子どもたちに地域の農業や環境のことを知ってもらいたい

年度 有機米導入量 割合

2015 4ｔ 11％

2016 16ｔ 40％

2017 28ｔ 70％

2018 42ｔ 100％

2019 42ｔ 100％

有機農産物
の生産拡大

有機農産物
の消費拡大

食育の推進

持続可能性、循環型社会への転換を促進

■学校給食米における有機米の使用

地域イメージ
の向上



有機米と慣行米との価格差は１４７円/ｋｇ
一食当たり８５ｇ、米飯支給回数月平均１３．５回とすると
１４７円/１，０００ × ８５g × １３．５回 ＝ １６９円

学校給食全量有機米に伴う

１か月の給食費値上げ分 １６９円 ←意外と安い！

がしかし、給食費値上げ＝家庭の所得と係るナーバスな問題

給食の安全性
向上を強調

慣行米のリスク
が争点に

慣行vs有機
農業者間の対立

子どもたちの
健全育成

産業振興
地域振興

対立軸を作らないためには・・・

有機米
導入量の拡大

■学校給食全量有機米に向けたプロセス

地場産有機米の学校給食には、自治体独自の財政的支援が必要



　賄材料費（一般） ※給食費で賄う

有機米

※固定

慣行

フサコガネ

※毎年

変動

　賄材料費（地元産米）※一般財源で賄う

　　　　　　　　　　　　給食費に転嫁しない

給食食材の購入費（賄材料費）の区分



■有機米給食と産地化計画

学校給食需要をとおして有機米産地をつくる

“学校給食全量42トンを供給するために”

↪10ヘクタール以上の有機水田が必要
↪10～15人の有機農家を育成できる
↪全量達成後は、一人あたり0.5～1ヘクタール
増やすことで20～40トン計画増産できる

＝需要に応じられる(産地の条件)



【当初の課題】「生産した有機米の販路」をどうするのか

一般米の主な販路である系統(JA)や米卸では有機米の取り扱
いが基本ない。実需者(米屋、スーパー、外食、中食、生協
など)の開拓が必須。

有機栽培1年目―「有機JAS認証」を取得できない
→「特別栽培(農薬・化学肥料栽培期間
中不使用)」等で対応

有機栽培2年目―  取得できても「転換期間中」となる

◎JAS有機認証取得米 ― 実需ニーズがある

▽JAS有機認証未取得米― 需要が少なく、小口に分散

JAS有機認証未取得米をどうやって売れ残りなく販売していくか



学校給食に使用することで売れ残りの心配がなく、有機米生産
を進展させることができる

＝はじめから売り先が見えた形で有機米の産地化に乗り出す
ことができる点において画期的

有機農産物の行き先を大消費地だけに向けず、地域内消費に
向ける。むしろ、学校給食需要をつうじて産地形成をする方が、
地域全体としてずっと良いのでは

代表的事例は愛媛県今治市＝食の流通の再地域化

農家の生産意欲（子どもたちのため）が向上

千葉県木更津市で全量化（およそ170トン）に向け進展中
＝このモデルには普及性がある（どの自治体でもできる）



有機野菜も学校給食に 2018年～



■学校給食へ地場産有機野菜を導入

〇給食センターの現体制で無理なく使用できる品目から優先
2021年度は、有機ニンジン、有機コマツナ、有機メークイン、有機タマネギ、有機ニラ、有機ネギ、

有機ダイコン、有機キャベツ

青果店

県学校給食会

学校給食センター

有機野菜部会
市内生産者のネットワーク
事務局：いすみ市農林課

地域振興(学校給食)と
農業振興(経営向上)

直売所

通常の給食野菜の流れ

いすみ産有機野菜の流れ

青果市場の野菜が安定的に供給され
るシステム
→地産地消は県内産がメイン

→地元野菜は供給できない！

学校給食センター

学校栄養士による生育確認

品目選び～作付け、納入まで、定例会で協議

作付け・出荷調整会議

ベテラン
農家

若手
農家

学校給食有機野菜供給体制構築事業 2018年～



有機野菜
部会

直売所
学校給食
センター

生産者グループ
A

生産者グループ
B

個人の生産者

④納品・請求

③発注(20日頃)

⑧代金(翌月10日頃)

②発注(20日頃)

⑤納品

⑦代金(翌月10日頃)

月例会議 毎月15日ごろ

①割当(20日頃)

学校給食用有機野菜の流れ

⑥請求(月末)

各生産者
事務局

(農林課)
センター

◎農林課職員が「地産地消コーディネーター」の役割を担っている

例えば、①割当の作成と関係者への通知、②割当の変更、③不足調整（まず
直売所で対応、直売所が無理ならセンターへ連絡し、他の業者で対応）等



学校給食用有機野菜使用品目及び納品規格・基準一覧
品目 規格 基準(ℊ) 基準(ｃｍ) 調整

小松菜 Ｍ・Ｌ
≪草丈≫

20cm以上

・根を切る。
・葉先に傷みのないもの。
・抽苔していないもの。

むき玉ねぎ Ｌ
≪１個直径≫
８cm以上

・根を切る。
・頭を落とし外皮をむく。
・身が締り緩みのないもの。
・抽苔及び萌芽していないもの。

じゃがいも ２Ｌ
≪１個重量≫
170ℊ以上

・土をよく落とし風乾する。
・日焼、緑化、萌芽のものを除く。
・異品種はまぜない。

長ねぎ Ｍ～

≪軟白部の長さ≫ ・青葉は箱の長さに合わせて切断する。
25cm以上 ・抽苔及び萎凋のないもの。

≪軟白部の太さ≫
1.3cm以上

にら Ｍ～
≪葉丈の長さ
≫27cm以上

・抽苔していないもの。

大根 Ｓ～
≪１本の重量≫    

700ℊ以上

・葉は根元から落とす。
・岐根、裂根がないもの。
・す入りの恐れ及び抽苔していないもの。

人参 ２Ｌ
≪１本の重量≫    

230ℊ以上

・葉は根元から落とす。
・岐根、裂根がないもの。
・抽苔していないもの。

きゃべつ Ｓ～

・茎を切る。
≪１個の重量≫    ・外葉をむく。

700ℊ以上 ・適度に結球し、裂球していないもの。
・抽苔していないもの。

【共通の調整について】
新鮮であること。
泥をよく落とす。
虫がついていないもの。
凍害、傷害ないもの。
枯葉、黄化を除く。

機械で裁断する都合上、大ぶりな規格が求められる品目もある

→給食の規格に合う品種を選ぶことで対応

1規格指定では地

場野菜を必要量集
めるのは困難。調
理場に負担のかか
らない範囲でS～と

いうように規格を幅
広くとる



■有機米給食と連携した食・農・環境教育

「環境」と「農業」と「食」を一体的に扱う教育プログラムの開発に着手
一年間で30時限(15テーマ×2時限) を扱う

社会実情環境教育
大きく
乖離

環境教育
ｵｰｶﾞﾆｯｸ
給食

→健全な環境が、自身の健康と
健全な社会を保障している

◆従来の教育

「環境教育」と「食育」と「農業体験」が
一体的に扱われていない

→農業の多面的価値を理解できない

◆いすみ市の食・農・環境教育







イラスト シミキョウ



イラスト シミキョウ



まほろばスタジオで検索！

3月20日（日）
3月18日

大人1名様1500円 お子さん無料

お一人（ひと家族）1000円



食育は、その本質である食べ
物の生産について教える方向で
見直さなければならない。

食料自給率を考え、地域の農
林水産業の姿を見て、自分が食
べる食材を選ぶ。子どもたちが
大人になったとき、地域の農林
水産業を支え、応援する。そん
な食育が必要だ。

食育をイベントやスローガン
で終わらせるのではなく、受け
た子どもたちがきちんと実践で
きるような教育に仕上げなけれ
ばならない。

『地産地消と学校給食 有機農業と食育のまち
づくり』著者安井孝、発行者大江正章より抜粋



■地産地消・有機給食の食育力

「食材を選ぶときに注意していること」
対象：今治市の有機農産物の学校給食を食べて育った人とそれ以外の人（調査時26歳）

項 目
今治市立花
グループ

市外
グループ

なるべく地元産であることを重視 24.5% 12.6%

産地や生産者が確かであることを重視 49.1% 36.9%

今治市によるアンケート調査で有機農産物を使った学校
給食を食べた子どもたちの、成人後の消費行動につい
て調べた結果、食材の選択に「なるべく地元産であること
を重視」したり、「食品添加物などの表示に注意」したり、
「賞味期限を確かめて」なるべく安全なものを選択する傾
向が市外のグループに比べ有意に強いことがわかった。



消費者や農家、給食団体などでつくる全国食べ物連帯の

李宝姫執行委員長は「健康志向を満たすのが新環境農

業（有機農業）の目的ではない。『健康的な食生活を維持

するために農業を支える』市民を増やしたいと強調する。

「有機農業 可能性探る」日本農業新聞2022.1.3



学校給食は現在、健康的
な食事、社会参加、持続可
能性、そして地域の経済発
展といった現代的課題の最
前線に突如として現れた重
要問題である。

世界、国、地域を問わず、
どのレベルでも、学校給食
サービスが持続可能な発展
を前進させ、多面的な恩恵
を受ける偉大な力がある

『学校給食改革 公共食と持続可能な開発への挑戦』
ケヴィンモーガン/ロバータ・ソンニーニ著より抜粋



“基準を満たした食材を使用してお
り、健康リスクは認められない”

→市民のニーズに寄り添うという姿勢が感じら
れない。学校給食は自治体が市民に一方的
に提供するもの・・・本当にそれでよいですか？

「学校給食は自治の鏡」です

自治体のジレンマー代表的な例



“値段が高い有機農産物を学校給食
に使用することは予算に限りがある
ためできない”

→試算すらやっていない場合が多い

公共食＝低コストという固定観念が強い

自治体のジレンマー代表的な例



“有機農業者を優先的に支援するこ
とは不公平であるためできない”

→まるで有機農家という人種と慣行農家という
人種がいるかのよう。持続的・多面的な価値を
もった“生産”をなぜ優先的に支援してはいけ
ないのだろうか。

自治体のジレンマー代表的な例



“有機農産物の生産は限られており、
必要な量を調達することができない”

→生産振興がなければ多くの場合、たしかに無理。
いすみ市の場合は、学校給食を通じて“次代を
担う新たな農家を育成する”と考えた。

→生産の基盤がない都市部においては、農村部と
産直提携の関係を築く＝都農共生

自治体のジレンマー代表的な例



■子どもたちが成長し、やがて築く未来の食卓
と、未来の食卓に支えられる農業・農村に大
きく期待する

ご清聴ありがとうございました


